研究成果有体物有償提供契約書
（20230310　安全保障輸出管理条項追加）
学校法人立命館（以下「甲」という。）と○○株式会社（以下「乙」という。）とは、次のとおり有体物の提供に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（本件有体物）

「本件有体物」とは、甲が研究成果として保有する次の研究成果有体物とする。
（１）名称：
（２）関連特許出願：
　　
第２条（本件有体物の提供）

１．甲は、本契約締結後14日以内に、乙に対して、本件有体物で甲および乙が合意した量 ○○を、有償で提供する。
２．乙は、本件有体物を次の研究（以下「本件研究」という。）に限り、使用することができる。 
　　研究目的： 
　　使用の場所：
第３条（対価の支払い）

1． 乙は、本件有体物を受領した後30日以内に、本件有体物の提供対価として金  円（消費税別）を甲の指定する口座に支払う。
2． 前項に従って乙から甲に支払われた金員については、その理由の如何を問わず一切返還されない。

第４条（目的外の使用禁止等）

１．乙は、本件研究以外の目的のために本件有体物を使用してはならない。

２．乙は、本件有体物を現状より変更するときは、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。
３．乙は、甲の事前の書面による同意を得ることなく、本件有体物を第三者に開示または提供してはならない。

４．本契約に明示して定める事項を除き、本契約の如何なる定めも本件有体物に関する知的財産上の権利の乙への移転または許諾を意味すると解釈してはならない。

　　

第５条（本件有体物の取扱い）

1． 乙は、諸法規、国または公的機関の定める規制指針、および公序良俗に従って本件有体物を取り扱う。

第６条（産業財産権の取扱い）

乙が本件有体物に関する産業財産権を出願する場合、出願前に甲に連絡し、権利の帰属、持ち分、出願手続等について協議する。

第７条（発表）

乙は、本件研究の成果または本件研究に関する何らかの事項を公表するときは、事前に甲の同意を得るものとし、本件有体物が甲から提供された旨を明示し、事前に甲へ公表の方法およびその内容を通知する。
第８条（機密保持）
１．「機密情報」とは、甲および乙が本契約に基づいて相手方から開示された事業上、営業上および技術上の一切の情報とし、本件有体物から直接得られる情報を含む。但し、以下の情報は機密情報の対象外とする。

（1） 相手方から開示を受ける際、既に自ら保有していたことを立証できるもの

（2） 相手方から開示を受ける際、既に公知公用であったもの

（3） 第三者から機密保持義務を負うことなしに正当に入手したことを立証できるもの

（4） 相手方から開示を受けた後、自らの責によらず公知公用となったもの

（5） 相手方からの機密情報を利用することなく独自に開発したことを立証できるもの

２．甲および乙は、機密情報を秘密に保持し、そのために必要な合理的な措置を講ずるものとする。

３．甲および乙は、相手方の事前の承諾なく、機密情報の第三者への開示および漏洩を行わないものとする。

４．甲および乙は、万一機密情報の漏洩が生じた場合、相手方に対して速やかに通知し、その後の対処について協議するものとする。

５．甲および乙は、相手方の事前の承諾を得て機密情報を第三者に開示する場合、当該第三者に対して、本契約上の自らの義務と同等の機密保持義務を負わせるものとする。

６．甲および乙、相手方から開示された機密情報を開示する自らの役員および従業員等に対し、本契約上の自己の義務と同等の機密保持義務を負わせる義務を負うものとする。
第９条（有効期間）

本契約の有効期間は、２０○○年○○月○○日までとする。

第１０条（安全保障輸出管理）
１．甲および乙は、本契約に従い相手方から提供される貨物の輸出、相手方から提供される技術または本共同研究で得られた技術を、非居住者または特定類型該当者（外国為替および外国貿易法第25条第１項ならびに外国為替令第17条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について（４貿局第492号）１（３）サの①、②または③に該当する者（自然人である居住者に限る）をいう。）への提供を行う場合、外国為替および外国貿易法等に従い輸出許可取得等必要な手続を行う。
２．甲および乙は、共同研究参加者の中に非居住者または特定類型該当者が存在することが判明した場合には、相手方に報告し、本共同研究への参加の可否について甲および乙で協議するものとする。
第１１条（非保証）

本件有体物は、甲の研究過程において得られた実験的または研究的性質を有するものであり、有害な性質を有する可能性がある。甲は乙に対し、本件有体物についていかなる保証も行わない。甲は、乙の本件有体物の使用または保有によって生じた如何なる結果についても一切その責任を有せず、直接または間接を問わず如何なる損害賠償の責任も負わない。

第１２条（解除）

１．甲または乙が本契約の全部または一部に違反した場合であって、相手方から当該違反の催告を受けた後３０日以内に、当該契約違反が解消されない場合、相手方は本契約を解除することができる。

２．前項の解除は、帰責当事者に対する損害賠償の請求をすることを妨げない。

第１３条（譲渡）

甲および乙は、相手方の事前の文書による承諾がない限り、本契約上の地位、本契約上の債権および債務の全部または一部を、第三者に譲渡し、または移転してはならない。

第１４条（解約および変更）

甲および乙は、合意の上、本契約の全部または一部を解約または変更することができる。

第１５条（存続条項）

本契約が終了した場合（終了理由の如何を問わない）でも、第７条は終了後２年間、第８条は終了後３年間存続する。ただし、第６条および第１１条の規定は本契約終了後も効力を有する。

第１６条（本件有体物の処分）

乙は、第２条第２項の研究目的による本件有体物の使用が終了した場合、および本契約が解除された場合、速やかに残余の本件有体物を甲に返却する。
第１７条（本件有体物の追加提供）

本件有体物の追加提供にあたっては、提供量、提供時期および対価について別途協議し覚書を作成する。
第１８条（管轄）

本契約に関する訴えは、被告の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第１９条（協議）

甲および乙は、本契約に定めのない事項または本契約の定めに関する疑義を生じた場合、互いに誠意をもって協議し、これを決する。

本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各自記名押印の上、各１通を保有する。

２０○○年　　月　　日

甲　
住所　京都市中京区西ノ京東栂尾町8番地
　　　　　　　　　　　　　　　  名称　学校法人立命館
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  理　事　長　　　森　島　朋　三  　　印
乙　
住所　
　　　　　　　　　　　　　　　  名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   印
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